
（別添）             

 

令和５年度指定廃棄物等処理支援業務仕様書 

 

１．業務の目的 

平成 23 年３月に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い、放射性

物質に汚染された廃棄物等が発生し、これまで通常行われていたような円滑な廃棄物の処理が進まず、

排出元の施設内や仮置場等で保管されている状況にある。 

同年８月に成立した「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電

所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成 23年法

律第 110号。以下「放射性物質汚染対処特措法」という。）に基づき、放射能濃度が一定濃度（8,000Bq/kg）

を超える廃棄物は、環境大臣が指定し、「指定廃棄物」として国が責任を持って処理することとされて

いる。 

福島県においては可燃性の指定廃棄物等の減容化を進めているほか、既存の管理型処分場を国有化

し、平成 29年 11月から焼却灰等の搬入を開始したところである。また、福島県以外で指定廃棄物を

一時保管している県においては、各県それぞれの状況を踏まえ、処理に向けた取組みを進めていると

ころである。具体的には、宮城県においては、指定廃棄物を除く 8,000Bq/kg以下の汚染廃棄物を圏域

ごとに処理する方針を決定し、一部の圏域ではすでに処理を終了している。栃木県においては、平成

30年 11 月、関係市町長会議において、指定廃棄物を保管する農家の負担軽減策として、地元の意向

を踏まえた市町単位での暫定的な減容化・集約化の方針を環境省が提案し、各市町の了承を得ること

ができ、現在、当該方針に基づく集約化の実施に向けて、県・保管市町と調整しているところである。

千葉県においては、長期管理施設の詳細調査の実施について、地元の理解を得る努力を継続している

ところである。茨城県・群馬県においては、現地保管継続・段階的処理の方針を決定し、この方針を

踏まえ、必要に応じた保管場所の補修や強化等を実施しつつ、8,000Bq/kg以下となったものについて

段階的に既存の処分場等で処理することを目指しているところである。その他の指定廃棄物を一時保

管している県については、既存の管理型処分場を活用して処理を進めるべく、関係自治体等と調整を

しているところである。   

本業務では、一時保管されている指定廃棄物等の処理を進めるため、指定廃棄物等の処理に係る技 

術的な調査・提案、指定廃棄物等に関する各種データの収集・整理等及び指定廃棄物等の処理に係る 

説明会等の開催を行うことにより、指定廃棄物等の処理の推進に資することを目的とする。 

 

２．業務の内容 

具体的な業務は、以下の項目を含むものとするが、これに限定するものではなく、指定廃棄物等の 

処理の推進に関する政策決定や制度変更等の結果、必要と考えられるものがあれば追加的に柔軟に実

施するものとする。なお、これらの業務の一部については、総合的な企画及び判断並びに業務の進捗 

管理部分を除き、環境省担当官の承認の上、請負者の管理・指導の下で再委任することを妨げない。   

また、資料の取りまとめ等に当たっては、正確さを期すため、複数者によるクロスチェックを行う

こと。   

なお、諸般の事情により業務内容等の変更や、一部実施しないなど、別途調整することもありうる。

そのため、作業の開始時期等については、環境省担当官（各地方環境事務所を含む。以下同じ。）とよ

く相談のうえ実施すること。 



 

 

（１）業務遂行のための体制整備 

以下の（２）～（９）の業務を円滑に遂行するために十分な従事者を配置すること。環境省担当

官とは特に綿密な連携を取りつつ業務を遂行する必要があることから、通常の勤務時間内（９：３０

～１８：１５）においては、環境省担当官の要請に応じ、常に環境省本省その他の環境省担当官の指

示する場所に出向き、出張することができる体制を整えること。さらに、以下の業務は同時並行で

行われることが想定されるため、専門的見地からそれぞれの業務の進捗管理を行い、環境省担当官

からの要請に応じて迅速に資料の作成等を行うことができる体制を整えるものとする。 

 

（２）長期管理施設の最終的な建設候補地の選定業務 

・（２）に係る現地調査等は合計で日帰り８回程度、１泊２日８回程度を想定している。 

・（２）に係る資料の作成で 20頁、320部程度を想定している。 

① 指定廃棄物の長期管理施設の建設に当たり、最終的な建設候補地の選定に至るまでの情報収

集、現地確認、詳細調査、技術的事項の検討、関係者ヒアリング、資料の取りまとめ等の作業を

行う。（１カ所） 

② 選定された詳細調査を実施する候補地（以下「詳細調査候補地」という。）において、それぞ

れ下記の調査を実施し、取りまとめを行うとともに、用地確保に向けた評価を行う。その際、単

に調査結果等の数値等を提示、報告するだけではなく、地元住民の理解がより得られるような科

学技術に基づく客観的・中立的な情報の作成、地元住民の立場から見て写真や図表を多用した分

かりやすい提示方法等を提案し、環境省と調整のうえ実施する。（２カ所程度）   

（ア）安全面での支障の有無に関する調査 

安全面での支障の有無の調査として詳細調査候補地の地盤状況等調査を実施し、安全面での

支障の有無を明らかにする。 

地質等調査・・・詳細調査候補地に関する既存文献による地質状況等整理、地表地質踏査、

地質調査ボーリング（各候補地内３～４孔、掘削深さは詳細調査候補地の状況に応じて

決定）、Ｎ値測定、地下水位確認、現場透水試験、水平方向地盤反力係数測定を行う。

掘削予定の深度までの現況地盤について、室内土質試験（土粒子の密度試験、含水比試

験、粒度試験、単位体積重量試験、透水試験、掘削地盤の埋め戻し材料としての突き固

め試験、繰り返し三軸試験、岩石試験(圧縮強度、静ポアソン比、密度試験、含水率試験））

を実施し、地盤性状を確認する。調査後のボーリング孔は深度 20mまでを拡孔し、浅層

地下水観測井として仕上げ（許可等が必要なときは手続きをとること）、浅層地下水の

バックグランドとしての水質状況（環境基本法第 16 条に基づく地下水の水質汚濁に係

る環境基準 28項目）を確認するとともに、月１回の頻度で水位変動状況、水質状況（pH、

電気伝導度）を確認する。また、詳細調査候補地で弾性波探査（各候補地で２測線程度、

測線長は候補地ごとに設定)を実施し、地盤構成を確認する。さらに、文献等により詳細

調査候補地周辺に活断層の存在が疑われる場合には、露頭調査による活断層調査を実施

する。また、地震による大規模地すべりを起こしやすいと疑われる場合には、実施する

地質調査ボーリング深度を深くし、潜在的脆弱性を確認する。 

（イ）施設配置の検討 

既存の地形図を用いて施設配置の検討を行う。 



 

 

（ウ）主要施設の安全性の確認 

   詳細調査候補地における長期管理施設について、地盤状況、地下水状況、表流水状況を総合

的に勘案して、安全性を検討する。 

（エ）施設までの道路の調査 

   詳細調査候補地及びその周辺の既存道路調査、周辺状況調査等を行う。 

ａ．道路地図、空中写真等により、道路幅、道路線形等を調査し、複数のルートを選定する。 

ｂ．選定したルートに対して、既存文献、関係者ヒアリング、現地確認により、交通量、通

学路、通学時間帯、スクールバス運行ルート及び時間帯の情報を調査する。 

ｃ．選定したルートについて、大型車両の通行の可否について「道路情報便覧表示システム

(国土交通省、Ver.201909)」等、現地調査等により確認する。 

ｄ．選定したルートについて、実際に走行し狭隘箇所、重量・高さ制限箇所等通行の支障箇

所を調査する。 

ｅ．新たに道路を設ける場合は、周辺状況を調査し、詳細調査候補地までの道路のルートを

決定する。 

ｆ．詳細調査候補地までの道路について各種法令の必要な手続きについて調査、確認する。 

（オ）冷却水の確保に関する調査 

   詳細調査候補地で必要となる冷却水及び維持管理用水の水源確保に関する調査を実施する。 

ａ. 仮設焼却炉を併設する長期管理施設を設置する県については、仮設焼却炉に必要な冷却

水量を想定する。 

ｂ. 詳細調査候補地の水文調査を実施する。水文調査として、詳細調査候補地周辺の水利用

に関するヒアリング調査、水利用状況(井戸、湧水、表流水）、代表的な井戸水質(pH、電

気導電率、飲料水試験、セシウム濃度）、地下水位調査を実施する。 

ｃ. 水理地質状況を調査するため、物理探査や水文露頭調査を実施する。 

ｄ. 詳細調査候補地周辺の水利用について、水文地質踏査を行い、地下水流動特性(帯水層区

分、地下水位、地下水流動方向)を把握する。周辺地下水については、国土交通省国土調査

（土地分類基本調査、水基本調査)等を利用して、詳細調査候補地を含む周辺の地下水の挙

動を調査する。 

ｅ. 水文調査結果に基づき詳細調査候補地につき試掘井（口径約 100mm、深度約 100m）を設

置し、揚水試験を実施して、必要水量確保の可能性を調査する。詳細調査候補地周辺の水

利用の実態も確認する。 

ｆ. 維持管理用水の水源確保は、水道水確保の可能性について調査する。対象は水道水、浅

井戸とする。 

（カ）土地等の権利関係等の調査（土地等の評価を含む） 

   詳細調査候補地及びその周辺の土地等の権利関係等を調査する。 

ａ. 詳細調査候補地及びアクセス道路等の土地所有者、土地利用者等を確認する。長期管理

施設、アクセス道路等の設置に係る諸規制についての調査を実施する。 

ｂ. 既存文献、関係者ヒアリングによる土地の所有者･使用者、下流域の水利権、利水者、内

水面漁業権等を調査する。 

 



 

 

（キ）生活環境影響調査 

     詳細調査候補地及びその周辺の生活環境影響調査に必要な環境質の調査を行う。 

ａ. 資料調査、現地調査を行い、詳細調査候補地及びその周辺の生活環境の現況を把握する。 

ｂ. 調査項目、調査方法は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18年 9月環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）｣に準拠して実施するほか、追加的に必要な調査があ

る場合は環境省と調整の上決定する。ただし、大気質及び水質の現地調査は夏季～冬季の

３季とする。 

ｃ. 仮設焼却炉を併設する長期管理施設を設置する県については、大気質(硫黄酸化物、窒素

酸化物、浮遊粒子状物質、塩化水素、風向風速、温度・湿度、ダイオキシン類、上層気象)、

騒音・振動、悪臭、水質(生活環境項目(水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物

質量、大腸菌群数、溶存酸素量、亜鉛、ノニルフェノール、ＬＡＳ)、健康項目(カドミウ

ム、全シアン、鉛、六価クロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ＶＯＣ11項目、

農薬３項目、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、セレン、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン）、

その他(ダイオキシン類))を調査する。 

ｄ. 仮設焼却炉を併設しない長期管理施設を設置する県については、騒音・振動、悪臭、水

質(生活環境項目(水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物質量、大腸菌群数、溶

存酸素量、亜鉛、ノニルフェノール、ＬＡＳ）、健康項目(カドミウム、全シアン、鉛、六

価クロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ＶＯＣ11項目、農薬３項目、硝酸性窒

素及び亜硝酸性窒素、セレン、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン）、その他(ダイオキシン

類))を調査する。 

（ク）動植物調査 

   詳細調査候補地及びその周辺の動植物状況を整理する。 

・既存文献や資料調査を基本として、専門家等へのヒアリングを行い、候補地及びアクセス

道路周辺に生息・生育する重要な種、群落等の情報を収集し、現地の確認を行う。施工時、

維持管理時における配慮事項について検討・整理する。なお、現地の確認については夏季

～冬季の３季とする。 

（ケ）その他の調査 

ａ. 洪水、地すべりに関する調査を行う。 

   ａ-1. 詳細調査候補地周辺に河川がある場合は、洪水に関する調査を行う。（１カ所） 

ａ-2. 地形に関するデータを用いて詳細調査候補地周辺の洪水、地すべりに関する調査を行

う。（１カ所） 

ｂ. 軟弱地盤に関する調査を行う。 

  軟弱地盤が存在する場合は、圧密沈下、地震時の液状化について検討し、必要な対策工

を提案する。(１カ所) 

ｃ. 詳細調査候補地に関する既存資料に基づき長期管理施設の基本計画を取りまとめる。 

ｃ-1. 基本計画は、(1)基本項目（建設目的、建設場所、敷地面積、処理対象物、施設規模、

処理方式、建設準備作業、建設工程）、(2)関係法令、(3)施設全体計画（敷地条件（都

市計画事項、ユーティリティ条件、用地条件）、設計基本条件、維持管理計画、公害防

止目標値）、施設配置計画（受入施設、保管施設（焼却対象物の仮置き場、処理物の保



 

 

管施設）、仮設焼却炉（仮設焼却炉の設置が必要な県））、処理施設、管理棟、モニタ

リング施設、付帯施設、防災調整池、残地緑地・造成緑地、取付道路、構内道路等）、

動線計画、外構計画、雨水排除計画）、(4)施設計画、(5)概算事業費、(6)施工計画につ

いて基本事項を整理する。 

ｃ-2. 埋立地の構造や施設配置計画に基づいて、これまでの検討結果を踏まえて安全性評価

を実施し、周辺公衆への追加被ばく線量が管理目標値を超えないことを確認する。 

（コ）各種説明資料の作成補助 

   最終的な建設候補地提示後の各関係者に対する説明資料の作成補助を行う。 

③ 上記②に加えて、指定廃棄物に対する地元の現状を踏まえ、地元の理解をより得るために必要

な調査項目及びその調査方法を提案し、環境省と調整のうえ実施する。 

④ 上記①から③までの作業は、諸般の事情で調査内容等が変更されたり一部実施しないなど、別

途調整することもありうる。そのため、作業は環境省担当官から開始の指示があるまで行わない

こととする。 

 

 (３）指定廃棄物等の処理に係る技術的な調査・提案業務 

・（３）に係る旅程は合計で日帰り６回程度を想定している。 

・（３）に係る資料の作成で 20頁、120部程度を想定している。 

指定廃棄物等の適切な保管、処理の促進及び関係者の理解促進に資するため、下記の項目等につ

いて、技術的観点から積算や処理方法等の調査・対策の立案・支援方法等を提案し、環境省と調整

のうえ実施する。 

・指定廃棄物等（指定解除により処理する場合も含む）の処理方法に関して、適用しうる技術の

調査（モニタリング等の環境影響調査を含む）を行い、内容、妥当性、安全性、コスト等の必

要事項の情報収集・整理を行う。 

・処理先等の状況や受け入れ可能性について調査を行う（収集運搬、中間処理、最終処分等を含

む）。 

・長期管理施設に替わる施設の検討、設置箇所の選定方法の提案、取りまとめを行う。 

・一時保管場所における保管が継続される場合の適切な保管方法の検討、保管状況の調査（集約・

移転の検討を含む）を行う。 

・保管強化・改善策を検討・提案（自然災害等を考慮した保管強化・改善策など対策方法の複数

立案・比較検討を含む）し、環境省と調整のうえ実施すること。また、複数の保管手法の比較

等による保管の安定性や周辺への影響等に関するデータ収集を行う。 

・指定廃棄物等の焼却及び焼却以外の減容化、安定化技術の検討、処理に係る必要な技術補助を

行う。 

・自治体及び保管者等からの相談等に対する対応への技術的支援 

等 

 



 

 

（４）指定廃棄物等に関する各種データの収集・整理等業務 

・（４）に係る旅程は合計で日帰り 32回程度、１泊２日 16回程度、２泊３日４回程度、３泊４日

４回程度を想定している。 

・（４）に係る資料の作成で 20頁、1,120部程度を想定している。 

① 一時保管の状況に関するデータの収集・整理 

・指定廃棄物等の適切な保管や処理の推進に資するため、一時保管場所の調査、保管場所毎の状

況の確認、指定廃棄物等の保管量、性状、放射能濃度等のデータの測定・収集・分析・整理を

行う。  

・指定廃棄物等の処理状況等に関するデータの収集・分析・整理（モニタリングポストの継続運

用、新設、移設、撤去、機器の保守・修繕・交換、機能改善、測定結果の取りまとめ、異常が

発生した場合の原因の調査、復旧、取りまとめ業務等を含む）。   

・モニタリングポストに関する業務範囲については、宮城県内に設置した機器設備に加え、令和

２年度に公開した「宮城県 廃棄物処理施設周辺空間線量率リアルタイムモニタリングサイ

ト」に計測データを表示するために、環境省データセンター内のリアルタイムモニタリングサ

ーバー内に当該機器設備に対応する機能として設置したデータ収集機能及びアラートメール

発信機能のアプリケーションソフトの維持管理・運用保守・障害時対応を含むものとする。な

お、トラブル等の発生時には環境省サーバー管理事業者及びリアルタイムモニタリングサイト

運用・保守事業者と連携して対応を行うこと。 

・これらの業務実施に当たっては、環境省担当官の指示に従うものとする。 

② 上記データを活用した将来推計、資料の作成等 

・環境省が収集したデータ及び請負者が収集したデータを活用して、将来の発生量、経年変化等

を予測し、分布図作成、グラフ化、データベース化等の資料作成等を提案し、環境省と調整の

うえ実施する。 

 

（５）指定廃棄物等の処理に係る説明会等の開催の実施 

・（５）に係る旅程は合計で日帰り 12回程度を想定している。 

・（５）に係る資料の作成で 20頁、1,200部程度を想定している。 

地元自治体や周辺住民等に対する指定廃棄物等の処理の必要性・安全性等の理解促進や合意形成

のための説明資料や Q&Aの作成、各種媒体の提案を行う。 

説明会等（市町村長会議、副市町村長会議、関係市町長会議、担当部課長会議、有識者会議等を

含む。全 12回程度を想定。）の開催を環境省が行う際には、その企画、運営の支援（会場の手配及

び設営調整（各回 100名程度収容、半日を想定）、説明会当日対応、説明会資料の作成支援、議事

録作成等を含む）、並びに環境省担当官の業務支援を行う。 

・一時保管が長期化することの課題や、集中豪雨、竜巻等の自然災害による安全性への影響等に

ついて検討し、集約保管の必要性、長期管理施設及び仮設焼却炉等の必要性・安全性、既存焼

却施設を活用した処理の必要性・安全性等を整理し、説明資料作成を支援する。 

・長期管理施設、仮設焼却炉又は既存焼却施設を活用した処理を行う場合の環境保全対策を明ら

かにして、環境影響評価を行い、放射線量等の影響を検討し、健康影響の不安を払拭する。 

・立地選定プロセスの合理性と透明性を確保し、情報不足に伴う不安・不信の解消を行うための



 

 

記者レクやリスクコミュニケーションへの提案を行う。 

・現地保管を継続せざるを得ない場合や、既存の処分場等における段階的処理を実施する場合に

おいて、安全性や周辺への影響の程度等を説明し、関係者の理解を得るための提案や説明資料

作成支援等を実施する。 

・有識者会議（３回程度想定）においては、環境省が委嘱する有識者（各回全国から６～３級程

度、９名程度想定。なお有識者については、環境省担当官と協議の上、選定する。）に対し、

国家公務員等の旅費に関する法律に準じた旅費及び謝金（１名１回当たり 17,700円）を支給す

ること。 

 

（６）指定廃棄物等を集約するための減容化施設・保管施設建設に係る検討・事務補助業務 

・（６）に係る現地調査等は合計で日帰り 20回程度、１泊２日 20回程度を想定している。 

・（６）に係る資料の作成で 20頁、800部程度を想定している。 

指定廃棄物等を集約するための減容化施設・保管施設の計画立案等の支援等（２カ所程度）を行

う。計画立案に必要な基礎情報の収集・整理を実施し、事業実施に向けた提案、事前調査・基本設

計の実施、施設工事に向けた仕様書等の発注図書の作成の支援、周辺住民等への説明のための資料

作成等の事務補助等を行う。 

  （ア）基本計画の策定 

減容化施設・保管施設について、基本計画を取りまとめる。基本計画は、以下の項目につ

いて、基本事項を整理する。 

ａ. 必要な基礎情報を収集・整理 

ｂ. 基本項目（建設目的、建設場所、敷地面積、処理対象物、施設規模、処理方式、建設準

備作業、建設工程） 

ｃ. 関係法令 

ｄ. 施設全体計画（敷地条件（都市計画事項、ユーティリティ条件、用地条件）、設計基本

条件、維持管理計画、公害防止目標値）、施設配置計画（受入施設、仮設減容化施設、保

管施設（減容化対象物の仮置き場、減容化処理物保管庫））、管理棟、モニタリング施設、

付帯施設、防災調整池、残地緑地・造成緑地、取付道路、構内道路等）、動線計画、外構

計画、雨水排除計画） 

ｅ. 施設計画 

ｆ. 概算事業費 

ｇ. 施工計画 

なお、敷地面積は既存の資料により求める。施設配置計画は既存資料により計画する。 

（イ）地形測量 

減容化施設・保管施設の建設予定地の地形測量を行う。 

（ウ）地質調査 

減容化施設・保管施設の建設予定地に関する既存文献による地質状況等整理、地表地質踏

査、地質調査ボーリング（候補地内３孔、掘削深さは候補地の状況に応じて決定、Ｎ値測定、

地下水位確認、現場透水試験、水平方向地盤反力係数測定、室内土質試験（土粒子の密度試

験、含水比試験、粒度試験、単位体積重量、透水試験））を実施し、地盤性状を確認する。



 

 

岩掘削を伴う場合は弾性波探査を実施する。 

（エ）施設までの道路の調査 

減容化施設・保管施設の建設予定地及びその周辺の既存道路調査、周辺状況調査等を行う。 

ａ. 道路地図、空中写真等により、道路幅、道路線形等を調査し、複数のルートを選定する。 

ｂ. 選定したルートに対して、既存文献、関係者ヒアリング、現地確認により、交通量、通

学路、通学時間帯、スクールバス運行ルート及び時間帯の情報を調査する。 

ｃ. 選定したルートについて、大型車両の通行の可否について「道路情報便覧表示システム

(国土交通省、Ver.201909)」等、現地調査等により確認する。 

ｄ. 選定したルートについて、実際に走行し狭隘箇所、重量・高さ制限箇所等通行の支障箇

所を調査する。 

ｅ. 新たに道路を設ける場合は、周辺状況を調査し、減容化施設・保管施設の建設予定地ま

での道路のルートを決定する。 

ｆ. 減容化施設・保管施設の建設予定地までの道路について各種法令の必要な手続きについ

て確認する。 

ｇ.減容化施設・保管施設の建設予定地の周辺道路の内、拡幅や付替等の改良が必要な狭あい

区間について、改良工事の工法、工期、概算事業費を調査する。 

（オ）土地の権利関係等の調査 

減容化施設・保管施設の建設予定地及びその周辺の権利関係を調査する。 

ａ. 減容化施設・保管施設の建設予定地及びアクセス道路の土地所有者、土地利用者等を確

認する。 

ｂ. 既存文献、関係者ヒアリングによる土地の所有者･使用者、下流域の水利権、利水者、内

水面漁業権を調査する。 

（カ）生活環境影響調査（実測・予測・影響分析） 

減容化施設・保管施設の建設予定地及びその周辺の生活環境影響調査に必要な環境質の実

測を行い、基本的な条件により予測及び影響の分析を行う。 

ａ. 資料調査、現地調査を行い、減容化施設・保管施設の建設予定地及びその周辺の生活環

境の現況を把握する。 

ｂ. 調査項目、調査方法は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18年 9月環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）｣に準拠して実施するほか、追加的に必要な調査があ

る場合は環境省と調整の上決定する。ただし、大気質及び水質の現地調査は秋季、冬季の

２季とする。 

ｃ. 減容化施設・保管施設を設置するため、大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状

物質、塩化水素、風向風速、温度・湿度、ダイオキシン類、上層気象）、騒音・振動、悪

臭、水質（生活環境項目（水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物質、大腸菌群

数、溶存酸素、亜鉛、ノニルフェノール、ＬＡＳ）、健康項目（カドミウム、全シアン、

鉛、六価クロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ＶＯＣ11項目、農薬３項目、硝

酸性窒素及び亜硝酸性窒素、セレン、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン）、その他（ダイ

オキシン類））を調査する。 

  



 

 

（キ）発注図書の作成支援 

a.  減容化施設・保管施設の建設に関する以下の支援をする。 

a-1. 減容化施設・保管施設に係る発注仕様書（設計建設・運営維持管理・コンサルタント・

解体撤去業務等）作成等の支援を行う。 

a-2. 施設周辺道路の改良工事の発注仕様書作成等の支援をする。 

（ク）各種説明資料の作成支援 

減容化施設・保管施設の建設に係る説明資料作成（設計建設・運営維持管理・コンサルタ

ント業務等）を支援する。 

（ケ）建設に係る工事監理 

減容化施設・保管施設の建設に係る工事の工事監理及び進捗管理を行う。なお、本業務の

実施にあたっては、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）及びその他の法令を準

拠し実施する。 

（コ）その他の調査、業務支援等 

ａ. 減容化施設・保管施設の建設予定地及びその周辺を対象に、洪水、地すべり、軟弱地盤、

積雪に関する調査を行う。 

ｂ. 保管庫の形状、構造、保管容量、配置計画等の技術資料作成を行う。 

ｃ. 林地開発許可、河川法許可、林道付替え等の許可申請業務の支援を行う。 

ｄ. 斜面災害の防止工事（山腹工や流路工等）の技術資料作成を行う。 

 

（７）指定廃棄物等の減容化事業の実施に係る検討・事務補助業務 

・（７）に係る現地調査等は合計で日帰り 12回程度、１泊２日 12回程度を想定している。 

・（７）に係る資料の作成で 20頁、480部程度を想定している。 

指定廃棄物等の処理に関する減容化事業（事業実施に必要な改良道路も含む）についての計画立

案に必要な基礎情報の収集・整理を実施し、事業実施に向けた提案、事前調査・基本設計（複数の

候補地の比較検討を含む）に係る発注の支援、施設の設置工事等に関する管理業務の支援、施設の

運営に係る監督業務の支援、周辺住民等への説明のための資料作成等の事務補助等を行う。 

① 指定廃棄物等の処理に関する減容化事業の計画立案等の支援等（１カ所） 

  （ア）基本計画の策定 

減容化施設について、資料及び調査結果に基づき基本計画を取りまとめる。基本計画は、

以下の項目について、基本事項を整理する。 

ａ. 必要な基礎情報を収集・整理 

ｂ. 基本項目（建設目的、建設場所、敷地面積、処理対象物、施設規模、処理方式、建設準

備作業、建設工程） 

ｃ. 関係法令 

ｄ. 施設全体計画（敷地条件（都市計画事項、ユーティリティ条件、用地条件）、設計基本

条件、維持管理計画、公害防止目標値）、施設配置計画（受入施設、保管施設（焼却対象

物の仮置き場、灰保管庫）、仮設焼却炉）、管理棟、モニタリング施設、付帯施設、防災

調整池、残地緑地・造成緑地、取付道路、構内道路等）、動線計画、外構計画、雨水排除

計画） 



 

 

ｅ. 施設計画 

ｆ. 概算事業費 

ｇ. 施工計画 

なお、敷地面積は既存の資料により求める。施設配置計画は既存資料により計画する。 

（イ）地形測量及び用地測量 

減容化施設建設予定地の地形測量及び用地測量を行う。 

（ウ）地質調査 

減容化施設建設予定地に関する既存文献による地質状況等整理、地表地質踏査、地質調査

ボーリング（候補地内３孔、掘削深さは候補地の状況に応じて決定、Ｎ値測定、地下水位確

認、現場透水試験、水平方向地盤反力係数測定、室内土質試験（土粒子の密度試験、含水比

試験、粒度試験、単位体積重量、透水試験））を実施し、地盤性状を確認する。土地造成工

事に岩掘削を伴う場合は弾性波探査を実施する。 

（エ）冷却水の確保に関する調査 

減容化施設建設予定地で必要となる仮設焼却炉の冷却用水及び維持管理用水の水源の確

保のため、水源調査を実施する。なお、水源は表流水、伏流水又は地下水とし、現地におい

て流量観測及び水質分析を実施する。地下水の場合は地下水ボーリング（水源調査３孔、掘

削深さは状況に応じて決定）及び地下水の汲み上げ試験を実施する。 

（オ）安全性の検討 

減容化事業に対し、各施設配置計画に基づいて、これまでの検討結果を踏まえて安全性評

価を実施し、周辺公衆への追加被ばく線量が管理目標値 （1mSv/y）を超えないことを確認す

る。 

（カ）施設までの道路の調査 

減容化施設建設予定地及びその周辺の既存道路調査、周辺状況調査等を行う。 

ａ. 道路地図、空中写真等により、道路幅、道路線形等を調査し、複数のルートを選定する。 

ｂ. 選定したルートに対して、既存文献、関係者ヒアリング、現地確認により、交通量、通

学路、通学時間帯、スクールバス運行ルート及び時間帯の情報を調査する。 

ｃ. 選定したルートについて、大型車両の通行の可否について「道路情報便覧表示システム

(国土交通省、Ver.201909)」等、現地調査等により確認する。 

ｄ. 選定したルートについて、実際に走行し狭隘箇所、重量・高さ制限箇所等通行の支障箇

所を調査する。 

ｅ. 新たに道路を設ける場合は、周辺状況を調査し、詳細調査候補地までの道路のルートを

決定する。 

ｆ. 減容化施設建設予定地までの道路について各種法令の必要な手続きについて確認する。 

ｇ. 減容化施設建設予定地の周辺道路の内、拡幅や付替等の改良が必要な狭あい区間につい

て、改良工事の工法、工期、概算事業費を調査する。 

（キ）土地の権利関係等の調査 

減容化施設建設予定地及びその周辺の権利関係を調査する。 

ａ. 減容化施設建設予定地及びアクセス道路の土地所有者、土地利用者等を確認する。 

ｂ. 既存文献、関係者ヒアリングによる土地の所有者･使用者、下流域の水利権、利水者、内



 

 

水面漁業権を調査する。 

（ク）生活環境影響調査（実測・予測・影響分析） 

減容化施設建設予定地及びその周辺の生活環境影響調査に必要な環境質の実測を行い、基

本的な条件により予測及び影響の分析を行う。 

ａ. 資料調査、現地調査を行い、減容化施設建設予定地及びその周辺の生活環境の現況を把

握する。 

ｂ. 調査項目、調査方法は、「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針（平成 18年 9月環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）｣に準拠して実施するほか、追加的に必要な調査があ

る場合は環境省と調整の上決定する。ただし、大気質及び水質の現地調査は秋季、冬季の

２季とする。 

ｃ. 減容化施設を設置するため、大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、塩化

水素、風向風速、温度・湿度、ダイオキシン類、上層気象）、騒音・振動、悪臭、水質（生

活環境項目（水素イオン濃度、生物化学的酸素要求量、浮遊物質、大腸菌群数、溶存酸素、

亜鉛、ノニルフェノール、ＬＡＳ）、健康項目（カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、

ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、ＶＯＣ11項目、農薬３項目、硝酸性窒素及び亜硝

酸性窒素、セレン、ふっ素、ほう素、1,4-ジオキサン）、その他（ダイオキシン類））を

調査する。 

（ケ）発注図書の作成支援 

a.  減容化事業に関する以下の支援をする。 

a-1. 減容化事業の発注仕様書（設計建設・運営維持管理・コンサルタント・解体撤去業務等）

作成等の支援を行う。 

a-2. 施設周辺道路の改良工事の発注仕様書作成等の支援をする。 

（コ）各種説明資料の作成支援 

減容化事業の説明資料作成（設計建設・運営維持管理・コンサルタント業務等）を支援する。 

（サ）建設に係る工事監理 

減容化施設の建設に係る工事の工事監理及び進捗管理を行う。なお、本業務の実施にあたっ

ては、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）及びその他の法令を準拠し実施する。 

（シ）その他の調査、業務支援等 

ａ. 減容化施設建設予定地及びその周辺を対象に、洪水、地すべり、軟弱地盤、積雪に関す

る調査を行う。 

ｂ. 灰保管庫の形状、構造、保管容量、配置計画等の技術資料作成を行う。 

ｃ. 林地開発許可、河川法許可、林道付替え等の許可申請業務の支援を行う。 

ｄ. 土地造成計画において斜面災害の防止工事（山腹工や流路工等）の技術資料作成を行う。 

② 指定廃棄物等の処理計画等を提案し、新たな処理フロー案、処理方針案の検討・作成等の支

援業務を行う。 

 

  



 

 

（８）廃棄物関係ガイドライン改定案の作成業務 

「廃棄物関係ガイドライン」（環境省 平成 25年３月第２版。以下「ガイドライン」という。）

について、これまでの指定廃棄物等の処理に係る技術的検討業務結果等を踏まえ、ガイドラインの

改定案を作成し、環境省等へ説明して意見を反映すること。作成に当たっては、主に指定廃棄物等

の調査方法や保管方法等について改定案を作成するものとし、放射性物質汚染対処特措法、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年 12月法律第 137号）及びその他関係指針等との整合性に

留意すること。 

なお、業務実施に当たっては、環境省担当官の指示に従うものとする。 

 

（９）その他 

その他、必要と認められる業務については、環境省担当官と協議のうえ実施する。 

 

３．業務実施期間 

 令和５年４月１日（土）から令和６年３月３１日（日）まで 

 

４．成果物 

紙媒体：報告書  ３部（Ａ４版 ３００頁程度） 

電子媒体：報告書の電子データを収納した DVD-R  ２枚 

報告書等及びその電子データの仕様及び記載事項等は、別添によること。 

提出場所  環境省環境再生・資源循環局特定廃棄物対策担当参事官室 

 

５．著作権等の扱い 

（１）成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著作権等」

という。）は、納品の完了をもって請負者から環境省に譲渡されたものとする。 

（２）請負者は、自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しないもの

とする。 

（３）成果物の中に請負者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」という。）が含まれている

場合、その著作権は請負者に留保されるが、可能な限り、環境省が第三者に二次利用することを

許諾することを含めて、無償で既存著作物の利用を許諾する。 

（４）成果物の中に第三者の著作物が含まれている場合、その著作権は第三者に留保されるが、請負

者は可能な限り、環境省が第三者に二次利用することを許諾することを含めて、第三者から利用

許諾を取得する。 

（５）成果物納品の際には、第三者が二次利用できる箇所とできない箇所の区別がつくように留意す

るものとする。 

（６）納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物の使用に必要

な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

  



 

 

６．情報セキュリティの確保 

請負者は、下記の点に留意して、情報セキュリティを確保するものとする。  

（１）請負者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法及び管

理体制について環境省担当官に書面で提出すること。 

（２）請負者は、環境省担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性の格付けに

応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。 

また、請負業務において請負者が作成する情報については、環境省担当官からの指示に応じて

適切に取り扱うこと。  

（３）請負者は、環境省情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履行が不十分

と見なされるとき又は請負者において請負業務に係る情報セキュリティ事故が発生したときは、

必要に応じて環境省担当官の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れること。 

（４）請負者は、環境省担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要になった場合には、

確実に返却し又は廃棄すること。  

また、請負業務において請負者が作成した情報についても、環境省担当官からの指示に応じて

適切に廃棄すること。 

（５）請負者は、請負業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報告すること。 

（参考）環境省情報セキュリティポリシー 

https://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/sec-policy/full.pdf 

 

７．その他 

（１）請負者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたとき、あるいは本

仕様書に記載のない細部については、環境省担当官と速やかに協議しその指示に従うこと。 

（２）本仕様書に記載の業務の実施内容（人数・回数の増減を含む。）に変更が生じたときは、変更

契約を行うものとする。 

（３）会議運営を含む業務 

会議運営を含む業務にあっては、契約締結時においての国等による環境物品等の調達の推進

等に関する法律（平成 12年法律第 100号）第６条第１項の規定に基づき定められた環境物品等

の調達の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という）の「会議運営」の判断の基準を満た

すこと。 

基本方針：https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html 

  



 

 

（別添） 

１．報告書等の仕様及び記載事項 

報告書等の仕様は、契約締結時においての国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平

成 12 年法律第 100 号）第６条第１項の規定に基づき定められた環境物品等の調達の推進に関する基

本方針の「印刷」の判断の基準を満たすこと。 

なお、「資材確認票」及び「オフセット印刷又はデジタル印刷の工程における環境配慮チェックリ

スト」を提出するとともに、印刷物にリサイクル適性を表示する必要がある場合は、以下の表示例を

参考に、裏表紙等に表示すること。 

リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準にした

がい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製しています。 

なお、リサイクル適性が上記と異なる場合は環境省担当官と協議の上、基本方針

（https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html）を参考に適切な表示を行

うこと。 

 

 英語サマリーについては、以下により作成すること。 

（１） 以下の対訳集等を参考に、ネイティブチェックを経ること。 

① 環境用語和英対訳集(EICネット https://www.eic.or.jp/library/dic/) 

② 法令用語については、日本法令外国語訳データベースシステムの標準対訳辞書  

      （https://www.japaneselawtranslation.go.jp/） 

（２）海外で参照されることを念頭に入力は半角で行い、全角文字や全角スペースは使用しないこと。

特に以下に注意すること。 

  ・丸数字は使用不可。「℃」→「degrees C」又は「degrees centigrade」 

  ・記号はすべて半角。例：「“ ”」→「" "」、「`」「’」→「'」、「－」→「-」 

  ・化学物質は英文名＋化学記号（半角の英数字）。1/4文字にしない。二度目以降は化学記号のみ

でも可。例：carbon dioxide (CO2) 

  ・環境省の略称は「MOE」（大文字） 

 

２．電子データの仕様 

（１）Microsoft社 Windows10上で表示可能なものとする。 

（２）使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。 

・文章；Microsoft社 Word（ファイル形式は「Office2010（バージョン 14）」以降で作成したも

の）  

・計算表；表計算ソフト Microsoft社 Excel（ファイル形式は「Office2010(バージョン 14）」以

降で作成したもの） 

・プレゼンテーション資料；Microsoft 社 PowerPoint（ファイル形式は「Office2010(バージョ

ン 14）」以降で作成したもの） 

・画像；BMP形式又は JPEG形式 

（３）（２）による成果物に加え、「PDFファイル形式」による成果物を作成すること。 

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html


 

 

（４）以上の成果物の格納媒体は DVD-Rとする。業務実施年度及び契約件名等を収納ケース及び DVD-

Rに必ずラベルにより付記すること。 

（５）文字ポイント等、統一的な事項に関しては環境省担当官の指示に従うこと。 

 

３．その他 

成果物納入後に請負者側の責めによる不備が発見された場合には、請負者は無償で速やかに必要

な措置を講ずること。 


